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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

 

回次   第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月   平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 平成18年10月

売上高 （千円） 3,679,100 5,011,914 6,083,710 6,482,640 6,255,683

経常利益 （千円） 326,606 773,834 1,238,509 1,363,130 1,165,113

当期純利益 （千円） 182,959 398,597 619,323 779,141 634,975

持分法を適用した場合の投
資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 200,000 200,000 880,000 880,000 880,000

発行済株式総数 （千株） 4,000 4,000 5,000 5,000 5,000

純資産額 （千円） 364,340 738,848 3,029,240 3,629,884 4,066,189

総資産額 （千円） 2,218,406 3,989,587 5,578,484 5,984,476 5,790,296

１株当たり純資産額 （円） 91.08 182.21 602.84 722.00 813.25

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当
額） 

（円） 
5.00 
（－）

10.00
（－）

20.00
（－）

30.00 
（15.00）

40.00
（20.00）

１株当たり当期純利益 （円） 45.73 97.14 147.75 151.83 126.99

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 16.4 18.5 54.3 60.7 70.2

自己資本利益率 （％） 67.0 72.3 32.9 23.4 16.5

株価収益率 （倍） － － 10.05 16.53 15.4

配当性向 （％） 10.9 10.3 13.5 19.8 31.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 643,588 496,878 1,098,462 1,196,511 924,045

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △136,792 △744,904 △705,070 △1,941,744 △883,525

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △222,961 660,466 530,993 △174,889 △173,801

現金及び現金同等物の期末
残高 

（千円） 316,383 728,824 1,653,210 733,087 599,806

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
94 

（117）
99

（135）
107
（159）

111 
（149）

114
（136）



２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第60期及び第61期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんでしたので記載

しておりません。 

６．従業員数は就業人員を記載しております。なお、従業員数欄の（外書）は臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

７．平成16年９月29日付で、1,000千株の公募増資を行い、資本金は880百万円となりました。この結果、発行済株式総数は

5,000千株となっております。 

８．第61期より、１株当たり当期純利益金額及び１株当たり純資産額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。 

９．第64期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

  

  



２【沿革】 

  

 

年月 事項

昭和22年１月 菓子の製造・販売を目的として、兵庫県姫路市福沢町115番地に三星食品有限会社設立。 

昭和26年１月 株式会社に組織変更し、三星食品株式会社となる。（資本金60万円） 

昭和26年６月 他社ブランドで販売される菓子の受注生産を開始。 

昭和52年12月 他社ブランドの菓子の受注生産を解消し、自社ブランドの菓子の製造・販売を開始。 

昭和56年２月 「還元麦芽糖水飴」を原料とした、シュガーレス・キャンディ『テイカロ』をシリーズ化し、

販売開始。 

平成３年９月 兵庫県相生市に相生工場を建設。 

平成４年９月 兵庫県揖保郡太子町に物流センターを設置。 

平成５年12月 大阪市に関西支店を移設し、名称を大阪営業所に変更。 

平成８年６月 東京都台東区に関東支店を移設し、名称を東京営業所に変更。 

平成11年８月 兵庫県たつの市に物流センターを移転設置。 

平成13年４月 JQA（日本品質保証機構）よりISO9002（平成15年８月ISO9001）認証取得。 

平成15年６月 兵庫県相生市に相生第二工場を新設。 

平成16年９月 株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」に株式を上場。 

平成18年２月 相生第二工場にキシリ製造ラインを増設。 

平成18年７月 中国に上海駐在員事務所を設置。 



３【事業の内容】 

 当社は、糖アルコール（マルチトールやキシリトール等）を主原料としたキャンディの製造・販売を主たる事業内容としてお

り、一部他社の製品（相手先商標による製品。以下、ＯＥＭ製品という。）を受注し、製造いたしております。 

  

［事業系統図］ 

 当社の事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 （注）有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

  

名称 住所
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
被所有割
合（％） 

関係内容 

（その他の関係会社） 
太陽殖産株式会社 

岡山県岡山市 24 不動産等資産管理 28.0

出資関係以外に役員兼
任、資金援助、営業上の
取引、設備の貸与等の関
係は、一切ありません。 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数（パートタイマー及び期間社員）は、年間の平均雇用人員を（外書）で記

載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．使用人兼取締役は含んでおりません。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は、当社では結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

    平成18年10月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

114（136） 35.6 8.6 5,765 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当事業年度のわが国経済は、低い水準ながら拡大基調にありましたが、菓子業界は、依然として厳しい経営環境で推移いた

しました。 

かかる状況下、当社は、「お客さま第一」をモットーに「おいしさ＋α」を探求し続けると共に、生産設備を増強する等、将

来の体制づくりに取り組んでまいりました。 

事業の展開は、主力製品「キシリクリスタル・ミントのど飴」がのど飴群のトップの地位を続け、他のキシリ製品もス

ティック・タイプの品揃え等により順調に拡大いたしましたが、他の製品が伸び悩み、特に夏場製品の不振から売上高は、前

年同期比3.5％減の6,255百万円、経常利益は、前年同期比14.5％減の1,165百万円となり、当期純利益は、目標とする経営指標

「売上高純利益率10％」を確保いたしましたものの、前年同期比18.5％減の634百万円にとどまりました。 

ただし、次年度は、本年中に備えました経営資源をフルに発揮し、増収、増益体制を確立するべく取り組む所存でおりま

す。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ133百万円減少し、599百万円

となりました。これは主に営業活動で得られた資金924百万円に対し、投資活動で883百万円の支出、財務活動において173百万

円支出した結果であります。 

当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は924百万円（1,196百万円から924百万円へ272百万円減）となりました。 

これは主に税引前当期純利益の減少（1,335百万円から1,101百万円へ233百万円減）、未払金の減少147百万円（前事業年度

は234百万円増加）があったものの、法人税等の支払額の減少（738百万円から502百万円へ236百万円減）で相殺されたことに

よるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、883百万円（1,941百万円から883百万円へ1,058百万円減）となりました。 

これは主に有形固定資産の取得による支出の減少（1,409百万円から1,129百万円へ279百万円減）、投資有価証券の取得によ

る支出の減少（500百万円から0百万円へ499百万円減）によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金は173百万円の支出（前期の支出174百万円から微減）となりました。 

これは主に配当金の支出によるものであります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は生産金額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社製品は、主に需要予測による見込生産のため該当事項はありません。なお、ＯＥＭ製品は、受注生産を行っております

が、製品の受注から生産・納品に至る期間が短く、受注残高が少ないため記載を省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当事業年度における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．最近２事業年度における主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。 

  

 

品目別 
第64期

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

前年同期比（％） 

自社製品（千円） 3,234,330 108.2 

ＯＥＭ製品（千円） 165,517 62.9 

合計（千円） 3,399,848 104.6 

品目別 
第64期

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

前年同期比（％） 

自社製品（千円） 6,076,447 98.1 

ＯＥＭ製品（千円） 179,235 61.6 

合計（千円） 6,255,683 96.5 

  相手先 
第63期 第64期 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  株式会社 高山 972,741 15.0 990,653 15.8 

  株式会社 山星屋 789,196 12.2 838,707 13.4 

  株式会社 サンエス 769,016 11.9 789,817 12.6 



３【対処すべき課題】 

当社の課題は、企業価値拡大の基本戦略に基づき、ブランド力を強化し、独自技術を糧に新製品を開発し、製品、価格、サー

ビスを差別化することにあり、次のテーマに取り組んでおります。 

(1）ブランドの育成、普及 

当社の製品は、シュガーレスに特化しており、低カロリーゆえんの事業ブランド「テイカロ」の普及が製品特性の認知に

つながることから「テイカロ」ブランドの育成、普及に努めてまいります。 

(2）差別化製品の開発 

差別化製品の開発は、研究レベルの技術力に加え、設備開発力、生産技術力が必要条件となり、これらの総合的な技術力

が他の追随を許さない差別化製品を生み出すことから、これらの技術力の涵養に取り組んでまいります。 

(3）人材確保と能力開発 

「研究開発型」ビジネスに徹するには、おのおのの領域で優れた人材が不可欠で、人材を確保し、能力をよりいっそう開

発するため、従業員の処遇向上及び従業員の能力開発に取り組んでまいります。 

  

４【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えられる主な事

項及び投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考える事項を記載しております。 

当社は、これらのリスクに対して、その低減及び未然防止のため、各部門が分担して適切なリスク管理に努めておりますが、

当社発行の有価証券に関する投資判断は、本項及び本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考

えております。 

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社が判断したものであり、不確実性を

内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

(1）競合について 

当社は、糖アルコールを原料としたシュガーレス・キャンディの製造、販売を主たる事業としておりますが、主力製品

「キシリクリスタル」シリーズの売上割合が平成18年10月期に85％程度となり、他社製品との競合具合により、当社の業績

に影響を受ける可能性があります。 

(2）原材料の調達について 

当社の主たる原材料は、マルチトール、キシリトール等の糖アルコール及びフィルム主体の包装材料で、これらの調達が

困難になった場合及び価格が想定限度以上に上昇した場合、業績に影響を受けることになります。 

(3）債権保全について 

当社の販売先は、菓子、食品、健康食品及び薬系問屋であります。製品は、これらの問屋を通じ、小売店に配荷されてお

りますが、昨今、小売店の再編による問屋の流動化が進み、これに伴う債権保全が重要事項となっております。 

当社では、与信管理の徹底に努め、債権保全に万全を期しておりますが、大口債権の回収に支障が生じた場合には、当社

の業績に影響を受ける可能性があります。 

(4）生産について 

当社の製品の生産は、相生市内の相生工場に集中しており、天災等による長期にわたるダメージを受けた場合、また、販

売予測値が大きく相違し供給不足となった場合、業績に影響を受けることになります。 

ただし、工場に隣接する“たつの市”に大規模な物流センター（敷地6,700㎡、倉庫3,000㎡）を所有し、万一に備え、一

定量を備蓄しております。 

(5）法的規制について 

当社が属する食品業界における主な法的規制としては、「食品衛生法」、「農林物質の規格化及び品質表示の適正化に関

する法律（ＪＡＳ法）」等があります。また、生産活動が環境に及ぼす影響を防止するための各種法律（条例）及び「不当

景品類及び不当表示防止法」「健康増進法」等の規制を受けております。 

当社は、これらの法規制等に基づき業務を行っておりますが、これから逸脱するような事態に至った場合には、行政指導

等により、事業に影響を受ける可能性があります。 

このため、当社は、食品の“安全、安心”を確保するため、「品質保証管理部」が全社を統括し、未然防止に取り組んで

おります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

当社は、「ブランド」、「固有技術」、「固有ノウハウ」等の“無形資産を創造、発揮して製品・サービスを差別化する”を

企業価値拡大の基本戦略と定め、技術力主体の「研究開発型ビジネス」を追及いたしております。 

キャンディ事業を中心とする研究開発活動は次のとおりであります。 

なお、当事業年度における研究開発費の総額は211百万円となっております。 

①キシリクリスタル製法を応用した「キシリクリスタルシリーズ」について、当事業年度は、味、容器等従来と異なるアイテ

ムの研究に取り組んでまいりました。 

②従来のハードキャンディ以外のソフトキャンディ等、新しい領域の開発に目途が得られました。 

③「医薬部外品キャンディ」については、厚生労働省の医薬部外品製造販売承認に向けた研究に取り組んでまいりました。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当事業年度末（平成18年10月31日）現在において、当社が判断したものであります。 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当事業年度末における流動資産の残高は、2,307百万円（前事業年度末2,571百万円）となり、264百万円減少いたしました。

売掛金の減少（1,439百万円から1,230百万円へ209百万円減）が主な要因であります。 

  

（固定資産） 

 当事業年度末における固定資産の残高は、3,482百万円（前事業年度末3,412百万円）となり、70百万円増加いたしました。機

械及び装置の増加（1,056百万円から1,515百万円へ459百万円増）、投資有価証券の減少（521百万円から218百万円へ303百万円

減）が主な要因であります。 

  

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債の残高は、1,504百万円（前事業年度末2,156百万円）となり、651百万円減少いたしました。

未払金の減少（717百万円から266百万円へ450百万円減少）が主な要因であります。 

  

（固定負債） 

 当事業年度末における固定負債の残高は、219百万円（前事業年度末197百万円）となり、21百万円増加いたしました。退職給

付引当金の増加（132百万円から143百万円へ11百万円増加）が主な要因であります。 

  

（純資産） 

 当事業年度末における純資産の残高は、4,066百万円（前事業年度末3,629百万円）となり、436百万円増加いたしました。前

期決算の利益処分による配当74百万円及び中間配当99百万円に対し、当期純利益634百万円が主な要因であります。 

  

 



(2）キャッシュ・フローの分析 

 当事業年度における現金及び現金同等物の減少額（733百万円から599百万円へ133百万円減）は、営業活動で得られた資金

924百万円に対し、投資活動で883百万円の支出、財務活動において173百万円支出した結果であります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローの収入は税引前当期純利益の減少（1,335百万円から1,101百万円へ233百万円減）、未払

金の減少147百万円（前事業年度は234百万円の増加）があったものの、法人税等の支払額の減少（738百万円から502百万円へ

236百万円減）で相殺され、前事業年度に比べ272百万円減少いたしました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローの支出は、有形固定資産の取得による支出の減少（1,409百万円から1,129百万円へ279百

万円減）、投資有価証券の取得による支出の減少（499百万円減）により前事業年度に比べ1,058百万円減少いたしました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支出の減少（174百万円から173百万円へ0百万円減）により前事業年度に比

べ支出額は1百万円減少いたしました。 

  

(3）経営成績の分析 

 当事業年度における売上高は、夏場製品の不振から6,255百万円（前年同期比3.5％減）となりました。 

・売上原価は減価償却費の増加により前事業年度の3,305百万円から20百万円増加し、3,326百万円となりました。売上原価率

は2.2ポイント上昇して53.2％となりました。 

・販売費及び一般管理費は前事業年度の1,801百万円から35百万円減少し、1,765百万円となりました。新製品を開発するため

の研究開発費は48百万円減少いたしました。 

この結果、営業利益は前事業年度に対し212百万円減の1,163百万円となりました。 

・営業外損益は前事業年度の12百万円の損失（純額）から1百万円の収益（純額）となりました。 

この結果、経常利益は前事業年度に対し198百万円減の1,165百万円となりました。 

・特別損益は前事業年度の27百万円の損失（純額）から63百万円の損失（純額）となりました。 

相生第二工場増設工事等による固定資産除却損64百万円の損失が発生いたしました。 

この結果、税引前当期純利益は前事業年度に対し233百万円減の1,101百万円となりました。 

・法人税等（法人税等調整額を含む）は前事業年度の556百万円から89百万円減の466百万円となりました。 

この結果、当期純利益は前事業年度に対し144百万円減の634百万円となりました。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度は、販売需要の増加に対する生産能力増強、合理化設備等で825百万円の設備投資を実施いたしました。主な投資と

して相生第二工場の第６ライン増設503百万円、相生第二工場包装計量設備243百万円の設備投資を実施いたしました。なお、当

事業年度に重要な影響を及ぼす設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社は、現在兵庫県姫路市に本社を置き、兵庫県相生市に工場を置いて運営しており、主要な設備は、以下のとおりでありま

す。また、平成18年10月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、構築物及び工具器具備品であります。 

２．本社、相生工場、相生第二工場、物流センターのいずれも福利厚生施設が含まれております。 

３．従業員数の（外書）は、臨時従業員数を記載しております。 

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、①新製品製造のために必要な設備、②省力化設備、③機械化設備等について中期経営計画に基づ

き決定しております。 

  

 平成18年10月31日現在における重要な設備の新設計画は、下記のとおりであります。 

  

重要な設備の新設 

 （注）金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
（所在地） 

事業の部門
別の名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円）
従業
員数 
（人） 建物

機械及び
装置 

土地
（面積㎡） 

その他 合計 

本社 
(兵庫県姫路市) 

管理本部 
研究開発 

事務所 
研究室 

67,979 15,166
84,151

(2,313.46)
25,670 192,968 23(11)

相生工場 
(兵庫県相生市) 

生産技術 工場 171,757 266,342
132,187
(5,049.62)

22,317 592,604 34(53)

相生第二工場 
(兵庫県相生市) 

生産技術 工場 521,260 1,234,180
159,418

(13,000.08)
48,321 1,963,180 17(62)

物流センター 
(兵庫県たつの市) 

営業本部 倉庫 45,033 －
330,087
(6,701.24)

2,605 377,725 4( 7)

  名称 数量 リース期間
リース契約残高 
（千円） 

  脱酸素装置 ３台 ６年 8,403 

  生産・販売管理システム １式 ５年 61,687 

  会計情報システム １式 ５年 3,206 

  プロジェクト管理システム １式 ５年 9,156 

  情報系インフラ構築・ＮＡＳサーバー １式 ５年 9,291 

事業所名 所在地 
事業の部門
別の名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

相生第三工場 兵庫県相生市 生産技術
医薬部外品
製造設備 

400,000 － 自己資金 平成19.5 平成19.12 － 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数  1,000,000株 

発行価格    1,850円 

資本組入額    680円 

払込金総額 1,720,500千円 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）自己株式129株は、「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」に29株を含めて記載しております。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年10月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年１月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,000,000 5,000,000
株式会社大阪証券取引所 
ニッポン・ニュー・マー
ケット－「ヘラクレス」 

－ 

計 5,000,000 5,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成16年９月29日 1,000,000 5,000,000 680,000 880,000 1,040,500 1,040,500

        平成18年10月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 8 12 41 12 3 9,717 9,793 － 

所有株式数
（単元） － 2,861 255 22,481 3,538 8 20,853 49,996 400 

所有株式数の
割合（％） － 5.72 0.51 44.97 7.07 0.02 41.71 100 － 



(5）【大株主の状況】 

  

 

   平成18年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

太陽殖産株式会社 岡山県岡山市下石井一丁目２－３ 1,400 28.00 

株式会社 林原 岡山県岡山市下石井一丁目２－３ 803 16.06 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８－１１
  

131 2.62 

ジェーピー モルガン チェース 
バンク ３８００８４ 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済業
務室） 

125 LONDON WALL,LONDON,EC2Y 5AJ,UNITED 
KINGDOM 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
  
  

75 1.50 

モルガン・スタンレー・アンド・
カンパニー・インターナショナ
ル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・スタン
レー証券株式会社 証券管理本部 
オペレーション部門） 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON 
E14 4QA ENGLAND 
  
（東京都渋谷区恵比寿四丁目２０－３ 恵
比寿ガーデンプレイスタワー） 
  

68 1.36 

ビービーエイチ ボストン フォ
ー ノムラ ジャパン スモーラ
ー キャピタライゼイション フ
ァンド 
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店 カストディ業務部） 

180 MAIDEN LANE,NEW YORK,NEW YORK 
10038 
  
  
（東京都中央区日本橋三丁目１１－１） 
  

66 1.33 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目１１－３
  

56 1.12 

ジェーピーエムシービー ユーエ
スエー レジデンツ ペンション 
ジャスデック レンド ３８５０
５１ 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済業
務室） 

270 PARK AVENUE,NEW YORK,NY 
10017,U.S.A. 
  
  
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
  
  

51 1.02 

ザ バンク オブ ニユーヨーク 
トリーテイー ジヤスデツクアカ
ウント 
（常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行 カストディ業務部） 

AVENUE DES ARTS,35 KUNSTLAAN,1040 
BRUSSELS,BELGIUM 
  
（東京都千代田区丸の内二丁目７－１） 
  

33 0.66 

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目２－２ 32 0.65 

計 － 2,716 54.33 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

    平成18年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式

100 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式

4,999,500 
49,995 － 

単元未満株式 
普通株式

400 
－ － 

発行済株式総数 5,000,000 － － 

総株主の議決権 － 49,995 － 

    平成18年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三星食品株式会社 
兵庫県姫路市福沢
町１１５番地 

100 － 100 0.00 

計 － 100 － 100 0.00 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  該当事項はありません。 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

 



(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

３【配当政策】 

 当社は、利益配分に際し、配当性向30％を目標に配当額を定め、他は当面、内部に留保し、将来の事業展開、経営体質強化に

備えてまいります。 

 以上の方針に基づき、当事業年度の配当は中間配当と合算し、10円増配、１株につき年40円、配当性向は31.5％となりまし

た。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年４月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めておりま

す。 

 なお、第64期の中間配当についての取締役会決議は平成18年６月14日に行っております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。 

 なお、平成16年９月29日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はありま

せん。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。 

  

  

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（－） 

－ － － －

保有自己株式数 129 － 129 －

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 平成18年10月 

最高（円） － － 1,876 3,060 2,615 

最低（円） － － 1,480 1,430 1,890 

月別 平成18年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 2,230 2,225 2,090 2,140 2,160 2,100 

最低（円） 2,080 1,890 1,970 1,998 1,990 1,952 



５【役員の状況】 

  
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
(代表取締役) 

  湯本 二郎 昭和10年12月24日生

昭和33年４月 倉敷レイヨン株式会社 

（現株式会社クラレ）入社 

平成元年10月 東亜工業株式会社代表取締役 

平成８年１月 当社代表取締役社長（現任） 

31

専務取締役 
海外事業管掌兼
企画部担当 

神村 隆之 昭和28年２月20日生

昭和50年４月 日立家電株式会社入社 

昭和58年３月 当社取締役生産部長 

昭和63年６月 当社専務取締役 

平成４年11月 当社代表取締役 

平成８年１月 当社専務取締役 

平成11年８月 当社専務取締役研究開発部門担当 

平成18年５月 当社専務取締役研究開発部門担当

兼海外事業管掌 

平成18年11月 当社専務取締役海外事業管掌兼企

画部担当（現任） 

21

常務取締役 相生工場長 小原 直文 昭和21年12月８日生

昭和45年６月 東洋化成株式会社入社 

平成４年２月 当社入社 

平成13年８月 当社企画室長 

平成14年１月 当社取締役企画室長 

平成15年10月 当社取締役企画部長 

平成16年11月 当社取締役生産技術部門担当兼企

画部長 

平成17年１月 当社常務取締役生産技術部門担当

兼企画部長 

平成17年５月 当社常務取締役生産技術部門担当 

平成18年11月 当社常務取締役相生工場長（現任) 

5

取締役 管理本部長 森田 哲雄 昭和24年１月25日生

昭和42年４月 株式会社中国銀行入行 

平成３年７月 当社入社 

平成８年１月 当社管理部長 

平成13年１月 当社取締役管理部長 

平成15年10月 当社取締役管理本部長（現任） 

10

取締役 営業本部長 清水 雅章 昭和23年11月13日生

昭和46年４月 橘高株式会社入社 

平成６年８月 当社入社 

平成13年８月 当社営業管理部長 

平成14年１月 当社取締役営業本部長 

平成18年２月 当社取締役営業本部長兼営業部長 

平成18年11月 当社取締役営業本部長（現任） 

5

取締役 企画部長 本近 浩一 昭和31年12月９日生

昭和54年４月 カバヤ食品株式会社入社 

昭和61年８月 当社入社 

平成11年８月 当社営業本部長 

平成14年１月 当社取締役新規事業部長 

平成14年５月 当社取締役新規事業推進部長 

平成15年10月 当社取締役事業開発部長 

平成18年２月 当社取締役管理副本部長兼内部監

査室長 

平成18年５月 当社取締役管理副本部長兼企画部

長兼内部監査室長 

平成18年11月 当社取締役企画部長（現任） 

5



 （注）監査役有田尚徳氏、山口光彦氏及び岩本洋子氏の３名はいずれも会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、以下の「経営指針」及び「行動規範」を定め、経営戦略の作成や意思決定の拠りどころと位置づけております。特

に「行動規範」については、社内徹底を図るため、各職場に掲示し、啓蒙を続けております。 

 また、「『テイカロ』社員必携」を作成し、これに、「経営指針」及び「行動規範」を収載し、全従業員に配付いたしてお

ります。 

＜経営指針＞ 

１．独自の技術力を養い、これを発揮し、常に“安全・安心”な製品、トップレベルの品質をお届けします。 

２．全てのお客さまに、より一層質の高いサービスを提供し、お客さまの共感を得、信頼される会社になります。 

３．法令やルールを守り、社会正義を旨とし、社会に役立ち、なくてはならない食品会社を目指します。 

４．経営情報等を積極的かつ適切に開示し、企業経営の透明性を確立して、広く、正しく社会の共感を得るよう努めます。 

＜行動規範＞ 

１．信頼確保 

食品会社としての社会的責任を十分に認識し、健全かつ清潔な企業姿勢を通じて、より一層の信頼獲得に努めます。 

２．社会貢献 

より質の高い製品、サービスを通じ、お客さまの“健康増進”と“心の癒し”に貢献します。 

３．法令遵守 

あらゆる法令、ルールを遵守すると共に社会的規範や倫理に従い、誠実かつ謙虚に業務を遂行します。 

４．“安全・安心” 

“食の安全・安心”を堅持するため、『テイカロ宣言』及び『安全・安心の業務基準』を厳守します。 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 
品質保証管理部
長兼基礎研究所
長 

浜田 敏裕 昭和24年３月24日生

昭和48年４月 株式会社クラレ入社 

平成16年９月 当社入社 

平成16年９月 品質保証管理部長 

平成17年５月 品質保証管理部長兼基礎研究所長 

平成18年１月 取締役品質保証管理部長兼基礎研

究所長（現任） 

0

監査役 
(常勤) 

  岡山 正憲 昭和21年12月21日生

昭和44年４月 カバヤ食品株式会社入社 

昭和61年１月 当社入社 

平成５年１月 当社取締役 

平成11年１月 当社監査役（現任） 

0

監査役   有田 尚徳 昭和17年２月15日生

昭和40年４月 株式会社神戸銀行 

（現株式会社三井住友銀行）入行 

昭和50年３月 弁護士登録 

平成14年１月 当社監査役（現任） 

0

監査役   山口 光彦 昭和15年８月13日生

平成12年６月 川澄化学工業株式会社常勤監査役 

平成16年６月 退任 

平成17年１月 当社監査役（現任） 

0

監査役   岩本 洋子 昭和27年10月18日生
昭和54年４月 弁護士登録 

平成17年１月 当社監査役（現任） 
0

        計 82



 当社は、元々、「会社は公器」であるとの認識に基づく経営活動を実践いたしております。同時に「食」に関連する企業で

あるため、「食の安全・安心」に関する問題は、経営の重要課題と捉え、品質保証管理部が監視いたしております。 

  

(2）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

＜会社の機関の内容＞ 

 当社は毎月第２水曜日に定時取締役会を開催し、経営に関する重要事項の決定を行うとともに、業務執行の状況を監督いた

しております。なお、業務執行の強化及び経営効率の向上を図るため、専務取締役を海外事業管掌、企画部担当として委嘱

し、常務取締役を相生工場長として委嘱し、他の取締役を、営業本部、品質保証管理部、企画部、管理本部の部門長として委

嘱しており、それぞれの成果が表れております。 

 また、取締役ミーティング（革新会議）を原則として毎月第４水曜日に実施し、取締役会の決議事項等について事前審議を

行っております。 

 監査役会は、現在４名（うち社外監査役３名）であり、監査役会により定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会

への出席や業務、財産の状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の監査を行い、監査結果を協議いたしております。 

  

＜内部統制システムの整備の状況＞ 

 平成18年５月10日の取締役会で次のとおり「内部統制基本方針」を決議いたしております。 

  

［内部統制基本方針］ 

 会社法及び同施行規則に基づき、業務の適正を確保する体制を以下の通り整備し、確立する。 

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 ・当社は、経営指針及び行動規範において法令遵守の基本原則を定めており、取締役は、あらゆる法令、ルールを遵守する

と共に社会的規範や倫理に従い、誠実かつ謙虚に業務を遂行する。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 ・文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体に記録し、保存する。 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 ・食の安全、安心の確保は『“安全・安心”関連業務管理規程』に基づき、品質保証管理部が監視し、他の組織横断的リス

クの監視は、内部監査室が行う。 

 ・各部門固有のリスクは、担当部門が対応する。 

 ・なお、万一、不測の事態が起こった場合は、『緊急事態対応規程』により対応し、商品クレームが発生した場合は、『商

品クレーム対応基準』により対処する。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 ・以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図るものとする。 

 ①中期経営計画（原則３事業年度）を策定し、これを達成するため期ごとに各部門の業績目標を定め、全社の事業、利益

計画を設定し、これに取り組む。 

 ②取締役会は、毎月、各取締役の月度報告書に基づき、これを検証し、目標に対する状況に応じ、改善策等を協議し、実

行する。 

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 ・全社員が「経営指針」、「行動規範」、「テイカロ宣言」を認識し、日常業務に組み込み、実践するとともに社長以下、

役職員は法令遵守があらゆる企業活動の出発点であることを確認し、実行する。 

 ・これを徹底、確保させるため「『テイカロ』社員必携」を全社員に交付し、啓蒙する。 

６．監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に対する事項 

 ・監査役は、内部監査室の要員に対し、補助者として監査業務の補助を行うよう命令できるものとする。 

７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 ・内部監査室の要員が監査役の補助使用人となる場合、その間は監査役が指揮・命令権を保持する。また、その補助使用人

の人事異動・人事評価・懲戒処分に関しては監査役会の同意を得るものとする。 

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

 ・取締役及び使用人は、監査役に対し、その求めに応じ状況を報告すると共に法定の事項に加え、経営に重大な影響を及ぼ

す事項はその内容をすみやかに報告する。 

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 ・代表取締役社長は、監査役及び監査法人とそれぞれ年間２回以上、意見交換会を実施するとともに取締役及び使用人に年

間１回以上、報告させる機会を設ける。 

  

＜内部監査及び監査役監査の状況＞ 



 社長直轄の独立した業務監査機関である内部監査室に１名配置し、監査役と連携のもと年度監査計画に基づき、定期的に各

部門の業務遂行状況について監査を行っており、当社の各部門が法令の遵守やリスクの予防に努め、その状況を定期的に検証

する等、コンプライアンスやリスク管理について体系的に取り組む仕組みを整備しております。 

 また、社内の法的問題の早期把握を行い、弁護士や司法書士、公認会計士等の専門家からの助言を受けつつ業務運営の適法

性の確保に努めております。 

  

＜会計監査の状況＞ 

 会計監査につきましては、監査法人トーマツと監査契約を締結し、会社法及び証券取引法に基づく会計監査を受けておりま

す。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、梶浦和人、川合弘泰であり、監査法人トーマツに所属しております。会計監

査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補３名、その他１名であります。 

（注）継続監査年数については、７年を超えていないため、記載を省略しております。 

  

＜役員報酬等の内容＞ 

 当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の支給額には、使用人兼取締役の使用人給与相当額38,350千円（賞与を含む）は、含まれておりません。 

２．株主総会の決議による役員報酬限度額 

取締役 年額200,000千円 （平成15年１月29日第60期定時株主総会 旧商法第269条第１項の規定に基づく報

酬） 

監査役 年額 50,000千円 （平成17年１月27日第62期定時株主総会 旧商法第279条の規定に基づく報酬） 

  

＜監査報酬等の内容＞ 

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬は、14,000千円であります。 

  

(3）会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

 当社には、現在、社外取締役はなく、社外監査役は、当社及び当社の取締役・監査役とは一切の人的関係、資本関係または

取引関係その他の利害関係はありません。 

  

 

区分 

取締役 監査役 計 

支給人員 
（名） 

支給額
（千円） 

支給人員
（名） 

支給額
（千円） 

支給人員 
（名） 

支給額
（千円） 

定款または株主総会決議に
基づく報酬 

７ 79,470 ４ 22,800 11 102,270

利益処分による役員賞与 ６ 17,000 ４ 3,000 10 20,000

計 － 96,470 － 25,800 － 122,270



(4）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近の１年間における実施状況 

 今期において、取締役会は、定時取締役会については13回、臨時取締役会を３回、その他取締役ミーティングを開催してお

り、経営の基本方針その他の重要事項を決定いたしました。 

 また、監査役会を５回開催しており、監査の方針、業務の分担、監査結果等について協議いたしました。 

 なお、会計監査につきましては、監査法人トーマツとの間で監査契約を締結し、公正不偏の立場からの監査が実施されてお

ります。 

  

(5）リスク管理体制の整備状況 

 「事業等のリスク」に記載のとおり、当社の事業は様々なリスクを伴っております。これらのリスクに対しては、その低減

及び未然防止のため社内各部門が分担して適切なリスク管理に努めております。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第63期（平成16年11月１日から平成17年10月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第64期（平成17年11月

１日から平成18年10月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第63期（平成16年11月１日から平成17年10月31日まで）及び第64期（平成17

年11月１日から平成18年10月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
第63期

（平成17年10月31日） 
第64期 

（平成18年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   733,087 599,806 

２．受取手形   38,266 25,817 

３．売掛金   1,439,638 1,230,423 

４．有価証券   49,990 49,989 

５．製品   30,012 148,811 

６．原材料   37,008 38,928 

７．仕掛品   23,276 7,077 

８．前払費用   5,485 7,641 

９．繰延税金資産   210,461 191,115 

10．その他   5,085 8,135 

貸倒引当金   △444 △201 

流動資産合計   2,571,868 43.0 2,307,545 39.9

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  1,239,304 1,359,479  

減価償却累計額  488,871 750,432 552,602 806,876 

２．構築物  85,809 106,240  

減価償却累計額  34,197 51,611 43,594 62,645 

３．機械及び装置  2,402,599 3,192,112  

減価償却累計額  1,345,990 1,056,608 1,676,422 1,515,690 

４．工具器具備品  60,338 82,766  

減価償却累計額  36,421 23,917 43,694 39,071 

５．土地   705,844 705,844 

６．建設仮勘定   180,928 － 

有形固定資産合計   2,769,343 46.3 3,130,128 54.0

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア   2,985 2,592 

２．電話加入権   1,764 1,764 

３．施設利用権   1,593 1,942 

無形固定資産合計   6,343 0.1 6,299 0.1



  

 

   
第63期

（平成17年10月31日） 
第64期 

（平成18年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券   521,376  218,110  

２．破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

  525 525 

３．長期前払費用   4,625 4,445 

４．繰延税金資産   101,125 112,506 

５．保証金   9,383 10,899 

６．会員権   10,500 10,500 

７．その他   10 10 

貸倒引当金   △10,625 △10,675 

投資その他の資産合計   636,921 10.6 346,322 6.0

固定資産合計   3,412,607 57.0 3,482,750 60.1

資産合計   5,984,476 100.0 5,790,296 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形   77,119 37,094 

２．買掛金   655,811 567,897 

３．未払金   717,355 266,360 

４．未払消費税等   5,528 － 

５．未払費用   134,687 140,840 

６．未払法人税等   237,721 192,820 

７．売上割戻引当金   210,236 164,272 

８．賞与引当金   113,043 111,690 

９．役員賞与引当金   － 18,000 

10．その他   5,124 5,710 

流動負債合計   2,156,628 36.0 1,504,685 26.0



  

  

   
第63期

（平成17年10月31日） 
第64期 

（平成18年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金   132,376 143,498 

２．役員退職慰労引当金   65,587 75,922 

固定負債合計   197,963 3.3 219,420 3.8

負債合計   2,354,592 39.3 1,724,106 29.8

     
（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１  880,000 14.7 － 

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  1,040,500 －  

資本剰余金合計   1,040,500 17.4 － 

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  10,000 －  

２．任意積立金    

(1）別途積立金  800,000 －  

３．当期未処分利益  887,277 －  

利益剰余金合計   1,697,277 28.4 － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  12,371 0.2 － 

自己株式 ※３  △265 △0.0 － 

資本合計   3,629,884 60.7 － 

負債資本合計   5,984,476 100.0 － 

     
（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金   － 880,000 15.2

２．資本剰余金    

(1）資本準備金  － 1,040,500  

資本剰余金合計   － 1,040,500 18.0

３．利益剰余金    

(1）利益準備金  － 10,000  

(2）その他利益剰余金    

別途積立金  － 1,350,000  

繰越利益剰余金  － 777,257  

利益剰余金合計   － 2,137,257 36.9

４．自己株式   － △265 △0.0

株主資本合計   － 4,057,491 70.1

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

  － 8,697 0.1

評価・換算差額等合計   － 8,697 0.1

純資産合計   － 4,066,189 70.2

負債純資産合計   － 5,790,296 100.0

     



②【損益計算書】 

  

 

   
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   6,482,640 100.0 6,255,683 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．期首製品たな卸高  64,935  30,012  

２．当期製品製造原価  3,257,947 3,436,616  

３．当期製品仕入高  24,579 23,641  

合計  3,347,462 3,490,270  

４．他勘定振替高 ※１ 11,697 14,992  

５．期末製品たな卸高  30,012 3,305,751 51.0 148,811 3,326,467 53.2

売上総利益   3,176,888 49.0 2,929,215 46.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．役員報酬  91,731 102,270  

２．給与手当  250,792 268,390  

３．賞与  53,556 46,234  

４．賞与引当金繰入額  56,249 56,535  

５．役員賞与引当金繰入額  － 18,000  

６．退職給付費用  15,235 15,649  

７．役員退職慰労引当金繰
入額 

 11,986 10,335  

８．福利厚生費  67,719 67,416  

９．運賃  271,397 286,254  

10．広告宣伝費  279,403 206,024  

11．販売促進費  132,028 145,960  

12．旅費交通費  24,419 29,649  

13．支払手数料  17,491 18,619  

14．研究開発費 ※２ 260,530 211,950  

15．減価償却費  19,107 17,711  

16．賃借料  67,840 56,196  

17．その他  181,515 1,801,004 27.8 208,519 1,765,719 28.2

営業利益   1,375,883 21.2 1,163,496 18.6



  

 

   
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  0 0  

２．有価証券利息  15 29  

３．受取配当金  18,413 22,459  

４．その他  1,461 19,890 0.3 1,702 24,192 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１．売上割引  18,849 18,500  

２．投資有価証券売却損  － 490  

３．コミットメントフィー  12,749 3,499  

４．その他  1,044 32,643 0.5 84 22,575 0.4

経常利益   1,363,130 21.0 1,165,113 18.6

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入益  485 243  

２．固定資産売却益 ※３ 447 525  

３．償却敷金回収益  6,900 7,832 0.1 － 769 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※４ 35,506 64,034  

２．会員権評価損 ※５ 200 35,706 0.5 50 64,084 1.0

税引前当期純利益   1,335,257 20.6 1,101,798 17.6

法人税、住民税及び事
業税 

 545,114 456,346  

法人税等調整額  11,001 556,116 8.6 10,476 466,823 7.5

当期純利益   779,141 12.0 634,975 10.1

前期繰越利益   183,134 － 

中間配当額   74,998 － 

当期未処分利益   887,277  －  

     



製造原価明細書 

  

  

 （注）※１．労務費には次の項目が含まれております。 

  

※２．主な内訳は次のとおりであります。 

  

  

   
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  1,997,149 61.1 2,044,858 59.8

Ⅱ 労務費 ※１ 593,334 18.1 604,041 17.7

Ⅲ 経費 ※２ 680,384 20.8 771,518 22.5

当期総製造費用  3,270,868 100.0 3,420,418 100.0

期首仕掛品たな卸高  10,354 23,276 

合計  3,281,223 3,443,694 

期末仕掛品たな卸高  23,276 7,077 

当期製品製造原価  3,257,947 3,436,616 

    

    原価計算の方法 原価計算の方法 

     原価計算の方法は、製品別総合

原価計算であり、期中は予定原価

を用い、原価差額は期末におい

て、製品、仕掛品、売上原価等に

配賦しております。 

同左 

  項目 第63期 第64期 

  賞与引当金繰入額（千円） 42,934 42,700 

  退職給付費用（千円） 9,740 2,465 

  項目 第63期 第64期 

  減価償却費（千円） 315,986 417,413 

  燃料費（千円） 46,743 67,951 

  電力費（千円） 58,685 62,184 

  修繕費（千円） 78,029 50,620 



③【株主資本等変動計算書】 

第64期（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

  

（注）平成18年１月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成17年10月31日 残高 
（千円） 

880,000 1,040,500 1,040,500 10,000 800,000 887,277 1,697,277 △265 3,617,512

事業年度中の変動額     

剰余金の配当     （注） － － － － － △74,998 △74,998 － △74,998

剰余金の配当（中間配当額） － － － － － △99,997 △99,997 － △99,997

利益処分による役員賞与（注） － － － － － △20,000 △20,000 － △20,000

別途積立金の積立 － － － － 550,000 △550,000 － － －

当期純利益 － － － － － 634,975 634,975 － 634,975

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － 550,000 △110,020 439,979 － 439,979

平成18年10月31日 残高 
（千円） 

880,000 1,040,500 1,040,500 10,000 1,350,000 777,257 2,137,257 △265 4,057,491

  

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年10月31日 残高 
（千円） 

12,371 12,371 3,629,884

事業年度中の変動額 

剰余金の配当     （注） － － △74,998

剰余金の配当（中間配当額） － － △99,997

利益処分による役員賞与（注） － － △20,000

別途積立金の積立 － － －

当期純利益 － － 634,975

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△3,674 △3,674 △3,674

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△3,674 △3,674 436,305

平成18年10月31日 残高 
（千円） 

8,697 8,697 4,066,189



④【キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

    
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益   1,335,257 1,101,798 

減価償却費   345,770 448,559 

長期前払費用償却額   1,394 1,893 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △285 △193 

売上割戻引当金の増減額(減少：△)   2,630 △45,964 

賞与引当金の増減額(減少：△)   11,241 △1,353 

役員賞与引当金の増減額（減少：△）   － 18,000 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   21,674 11,122 

役員退職慰労引当金の増減額
(減少：△) 

  3,896 10,335 

受取利息及び受取配当金   △18,413 △22,460 

有価証券利息   － △29 

投資有価証券売却損   － 490 

固定資産売却益   △447 △525 

償却敷金回収益   △6,900 － 

有形固定資産除却損   35,506 64,034 

売上債権の増減額(増加:△)   58,113 221,664 

たな卸資産の増減額（増加：△）   29,322 △104,520 

その他流動資産の増減額（増加：△）   1,897 △5,206 

仕入債務の増減額(減少:△)   △46,175 △127,939 

未払金の増減額(減少：△)   234,960 △147,055 

未払費用の増減額(減少:△)   △9,437 6,153 

その他負債の増減額（減少：△）   △67,930 △4,942 

役員賞与の支払額   △15,000 △20,000 

小計   1,917,073 1,403,858 

利息及び配当金の受取額   18,413 22,460 

法人税等の支払額   △738,976 △502,274 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,196,511 924,045 



  

  

    
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出   △49,990 △49,975 

有価証券の償還による収入   － 50,000 

有形固定資産の取得による支出   △1,409,634 △1,129,728 

有形固定資産の売却による収入   447 525 

無形固定資産の取得による支出   △3,380 △989 

投資有価証券の取得による支出   △500,370 △651 

投資有価証券の売却による収入   － 297,241 

有形固定資産の除却による支出   － △46,718 

その他   21,185 △3,229 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,941,744 △883,525 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額   △174,623 △173,801 

自己株式の取得による支出   △265 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △174,889 △173,801 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
（減少：△） 

  △920,122 △133,281 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,653,210 733,087 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   733,087 599,806 

    



⑤【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
第63期

株主総会承認日 
（平成18年１月26日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益  887,277

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  74,998

２．役員賞与金  20,000

（うち監査役賞与金）  （3,000）

３．任意積立金  

別途積立金  550,000 644,998

Ⅲ 次期繰越利益  242,279

   



重要な会計方針 

 

項目 
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

   期末決算日の市場価格等に基づく時

価法を採用しております。 

 （評価差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 期末決算日の市場価格等に基づく時

価法を採用しております。 

 （評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法または償却

原価法を採用しております。 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品、仕掛品及び原材料 製品、仕掛品及び原材料 

 総平均法による原価法を採用しており

ます。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建    物  14年～38年 

機械及び装置  ９年 

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）売上割戻引当金 (2）売上割戻引当金 

   販売した製品に対し将来発生する売

上割戻の支出に備えるため、期末売掛

金に対し、過去の割戻実績率を乗じた

額を計上しております。 

同左 

  (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 

   従業員の賞与の支払に充てるため、

支給見込額に基づき、当期に負担すべ

き額を計上しております。 

同左 



  

 

項目 
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

  (4）────── (4）役員賞与引当金 

     役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度から、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。これにより、従来の方法に比べて

営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は18,000千円減少しております。 

  (5）退職給付引当金 (5）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

同左 

  (6）役員退職慰労引当金 (6）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金及び随時引き出し可能な預金

からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

同左 



会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

────── 

────── 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は4,066,189千

円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

損益計算書関係 

受取手数料（当事業年度602千円）は、前事業年度に

おいて区分掲記しておりましたが、当事業年度におい

て営業外収益の100分の10以下となったため、営業外収

益の「その他」に含めて表示しております。 

────── 

────── キャッシュ・フロー計算書関係 

前事業年度において「投資活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に含めて表示していた「有形固

定資産の除却による支出」（前事業年度△7,565千円）

は、重要性が増したため、区分掲記しました。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

 

第63期 
（平成17年10月31日） 

第64期
（平成18年10月31日） 

  
※１．授権株式数     普通株式 16,000,000株

発行済株式総数   普通株式 5,000,000株

※１．──────  

   

 ２．配当制限  ２．────── 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は12,371千

円であります。 

  

※３．自己株式 ※３．────── 

 当社が保有する自己株式の数は普通株式129株で

あります。 

  

 ４．コミットメントライン  ４．コミットメントライン 

 当社は、運転資金の効率的な調達等を目的に、平

成17年３月18日に取引銀行４行と貸出コミットメン

トラインに関する契約を締結しております。この契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

  

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 －

  差引額 1,000,000千円

 同左 

  

  

  

  

  

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 －

 差引額 1,000,000千円

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 
  

販売費への振替高 10,582千円

その他 1,115千円

計 11,697千円

販売費への振替高 13,943千円

その他 1,048千円

計 14,992千円

  
※２．研究開発費の総額 260,530千円 ※２．研究開発費の総額 211,950千円

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
  

機械及び装置 447千円 機械及び装置 525千円

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

建物 22,214千円

構築物 191千円

機械及び装置 5,484千円

工具器具備品 49千円

除却費用 7,565千円

計 35,506千円
  

建物 14,955千円

機械及び装置 2,135千円

工具器具備品 225千円

除却費用 46,718千円

計 64,034千円

※５．会員権評価損には、貸倒引当金繰入額200千円が

含まれております。 

※５．会員権評価損には、貸倒引当金繰入額50千円が含

まれております。 



（株主資本等変動計算書関係） 

  

第64期（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

  

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  

  次へ 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加
株式数（株） 

当事業年度減少
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 5,000,000 － － 5,000,000 

合計 5,000,000 － － 5,000,000 

自己株式 

普通株式 129 － － 129 

合計 129 － － 129 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年１月26日 
定時株主総会 

普通株式 74,998 15 平成17年10月31日 平成18年１月27日

平成18年６月14日 
取締役会 

普通株式 99,997 20 平成18年４月30日 平成18年７月６日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年１月26日 
定時株主総会 

普通株式 99,997 利益剰余金 20 平成18年10月31日 平成19年１月29日

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成17年10月31日） （平成18年10月31日） 
  
現金及び預金勘定 733,087千円

現金及び現金同等物 733,087千円

現金及び預金勘定 599,806千円

現金及び現金同等物 599,806千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 6,680 3,200 3,479

ソフトウェア 137,597 44,708 92,888

合計 144,277 47,909 96,368

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 6,680 4,314 2,365 

工具器具備品 2,983 248 2,734 

ソフトウェア 147,897 73,429 74,467 

合計 157,560 77,992 79,568 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 28,479千円

１年超 72,017千円

合計 100,496千円

１年内 31,781千円

１年超 52,144千円

合計 83,926千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  
支払リース料 40,914千円

減価償却費相当額 37,403千円

支払利息相当額 2,991千円

支払リース料 32,235千円

減価償却費相当額 30,083千円

支払利息相当額 2,382千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法によ

っております。 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  種類 

第63期
（平成17年10月31日） 

第64期 
（平成18年10月31日） 

取得原価 
  

（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額
  

（千円） 

取得原価
  

（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
  

（千円） 

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの 

(1）株式 6,754 9,229 2,474 7,406 8,091 684

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 493,302 511,656 18,353 195,571 209,528 13,957

小計 500,057 520,886 20,828 202,978 217,620 14,642

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの 

(1）株式 － － － － － －

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 500,057 520,886 20,828 202,978 217,620 14,642

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

売却額 
（千円） 

売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

売却額
（千円） 

売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

－ － － 291,953 － 490

  

第63期
（平成17年10月31日） 

第64期 
（平成18年10月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場債券 49,990 49,989 

非上場株式 490 490 



４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

  

第63期（平成17年10月31日） 第64期（平成18年10月31日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

１年以内
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券     

(1)国債・地方債等 － － － － － － － －

(2)社債 － － － － － － － －

(3)その他 49,990 － － － 49,989 － － －

２．その他 － － － － － － － －

小計 49,990 － － － 49,989 － － －



（デリバティブ取引関係） 

第63期（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

第64期（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

  

３．退職給付費用の内訳 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 

  
第63期

（平成17年10月31日） 
第64期 

（平成18年10月31日） 

(1）退職給付債務（千円） △160,138 △172,375 

(2）年金資産（千円） 27,761 28,876 

(3）退職給付引当金（千円） △132,376 △143,498 

  
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

(1）勤務費用（千円） 25,041 19,632 

(2）退職給付費用（千円） 25,041 19,632 

  
第63期

（平成17年10月31日） 
第64期 

（平成18年10月31日） 

退職給付債務の計算方法 簡便法を採用しております。 同左 



（税効果会計関係） 

  

（持分法損益等） 

第63期（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

第64期（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

第63期 
（平成17年10月31日） 

第64期
（平成18年10月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

流動 流動 
  
（繰延税金資産） （千円)

未払費用 54,344 

売上割戻引当金 85,356 

賞与引当金 45,895 

未払事業税 16,865 

その他 7,999 

合計 210,461 

（繰延税金資産） （千円)

未払費用 56,689 

売上割戻引当金 66,694 

賞与引当金 45,346 

未払事業税 15,153 

その他 7,230 

合計 191,115 

固定 固定 
  
（繰延税金資産）   

減価償却費 17,356 

退職給付引当金 50,874 

役員退職慰労引当金 26,628 

その他 14,723 

合計 109,582 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △8,456 

繰延税金資産の純額 101,125 

（繰延税金資産）   

減価償却費 15,891 

退職給付引当金 58,260 

役員退職慰労引当金 30,824 

その他 13,475 

合計 118,451 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △5,944 

繰延税金資産の純額 112,506 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 
  
 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 

 同左 



【関連当事者との取引】 

第63期（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

第64期（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

第63期 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

  

１株当たり純資産額 722.00円

１株当たり当期純利益金額 151.83円

１株当たり純資産額 813.25円

１株当たり当期純利益金額 126.99円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 同左 

  
第63期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

第64期 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当期純利益（千円） 779,141 634,975 

普通株主に帰属しない金額（千円） 20,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （20,000） － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 759,141 634,975 

期中平均株式数（千株） 4,999 4,999 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

【その他】 

  

  

投資有価証券 
その他
有価証
券 

銘柄 
株式数
（株） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

その他（３銘柄） 9,382 8,581 

小計 9,382 8,581 

計 9,382 8,581 

有価証券 
その他
有価証
券 

銘柄 
額面
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

第819号 割引商工債券 50,000 49,989 

小計 50,000 49,989 

計 50,000 49,989 

投資有価証券 
その他
有価証
券 

銘柄 
投資口数等
（百万口） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

（投資信託受益証券） 
三菱UFJ外国債券オープン（毎月分
配型） 

178 209,528 

小計 178 209,528 

計 178 209,528 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

  

※建設仮勘定の増加額、減少額の主なものは上記第二工場の建物、機械及び装置によるものであります。 

  

 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産    

建物 1,239,304 141,932 21,757 1,359,479 552,602 70,533 806,876

構築物 85,809 20,431 － 106,240 43,594 9,396 62,645

機械及び装置 2,402,599 812,948 23,435 3,192,112 1,676,422 351,732 1,515,690

工具器具備品 60,338 31,243 8,815 82,766 43,694 15,863 39,071

土地 705,844 － － 705,844 － － 705,844

建設仮勘定 180,928 941,538 1,122,467 － － － －

有形固定資産計 4,674,824 1,948,094 1,176,475 5,446,443 2,316,315 447,526 3,130,128

無形固定資産    

ソフトウェア 4,406 479 － 4,885 2,292 872 2,592

電話加入権 1,764 － － 1,764 － － 1,764

施設利用権 1,727 510 － 2,237 294 160 1,942

無形固定資産計 7,897 989 － 8,886 2,587 1,033 6,299

長期前払費用 6,532 2,119 407 8,652 4,206 1,893 4,445

繰延資産 － － － － － － －

       

建物 相生工場 第二工場増築 135,787千円 

       

       

機械及び装置 相生工場 第二工場成型工程生産設備 503,927千円 

    第二工場包装工程生産設備 90,858千円 

    第二工場製袋工程生産設備 152,680千円 

    第二工場スティック工程生産設備 56,865千円 



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率等による洗替額であります。 

  

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 11,069 251 － 444 10,876

売上割戻引当金 210,236 164,272 210,236 － 164,272

賞与引当金 113,043 111,690 113,043 － 111,690

役員賞与引当金 － 18,000 － － 18,000

役員退職慰労引当金 65,587 10,335 － － 75,922



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

 

区分 金額（千円）

現金 618 

預金 

当座預金 596,966 

普通預金 2,143 

別段預金 77 

小計 599,187 

合計 599,806 

相手先 金額（千円）

丹平中田株式会社 12,817 

ピップトウキョウ株式会社 4,159 

セイカ食品株式会社 2,408 

株式会社鈴木商会 2,020 

株式会社セイカ宮崎 760 

その他 3,651 

合計 25,817 

期日別 金額（千円）

平成18年11月 13,794 

12月 7,196 

平成19年１月 3,901 

２月 924 

合計 25,817 



③ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高は売上値引控除前の金額であり、消費税等が含まれております。 

  

④ 製品 

  

⑤ 原材料 

  

 

相手先 金額（千円）

株式会社サンエス 246,378 

株式会社高山 189,630 

株式会社山星屋 161,024 

株式会社ドルチェ 89,091 

コンフェックス株式会社 72,927 

その他 471,371 

合計 1,230,423 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,439,638 8,425,969 8,635,184 1,230,423 87.5 57.8

品目 金額（千円）

自社製品 146,455 

ＯＥＭ製品 2,355 

合計 148,811 

品目 金額（千円）

主原料 9,334 

香 料 11,325 

包装材料 16,644 

その他 1,623 

合計 38,928 



⑥ 仕掛品 

  

⑦ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

⑧ 買掛金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  
  

品目 金額（千円）

自社製品 7,055 

ＯＥＭ製品 22 

合計 7,077 

相手先 金額（千円）

西濃運輸株式会社 26,836 

小川香料株式会社 2,676 

伊勢田薬品株式会社 2,437 

株式会社西井 2,005 

東亜化成株式会社 1,513 

その他 1,624 

合計 37,094 

期日別 金額（千円）

平成18年11月 16,089 

12月 17,311 

平成19年１月 2,210 

２月 1,483 

合計 37,094 

相手先 金額（千円）

大日本印刷株式会社 82,305 

今中株式会社 80,904 

三井製糖株式会社 41,496 

ケミ・コム・ジャパン株式会社 40,864 

凸版印刷株式会社 39,187 

その他 283,139 

合計 567,897 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

 

決算期 10月31日 

定時株主総会 １月中 

基準日 10月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券

中間配当基準日 ４月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とします。ただし、事故その他のやむを得ない事由により電子
公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載します。 
 公告掲載URL 
 http://www.sanseishokuhin.co.jp 

株主に対する特典 
毎年４月30日及び10月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は
記録された１単元以上保有の株主に対して、年２回一律1,500円相当の
自社製品を贈呈 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第63期）（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日）平成18年１月26日近畿財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第64期中）（自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月10日近畿財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

        

      平成18年１月26日 

三星食品株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 梶浦 和人  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 川合 弘泰  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

星食品株式会社の平成16年11月１日から平成17年10月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三星

食品株式会社の平成17年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

        

      平成19年１月26日 

三星食品株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 梶浦 和人  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 川合 弘泰  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

星食品株式会社の平成17年11月１日から平成18年10月31日までの第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三星

食品株式会社の平成18年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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